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Ⅰ．当社の概況および組織に関する事項 

 

１．商       号     そ し あ す 証 券 株 式 会 社 

                 

２．登 録 年 月 日     平成１０年１２月 １日 

   （登 録 番 号）     （ 関東財務局長（証）第４０号 ） 

 

３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年    月 沿                   革 

昭和22年 8月 

昭和23年 9月     

昭和24年 4月     

昭和38年 9月     

昭和43年 4月 

昭和43年 4月 

昭和53年 4月 

昭和57年 8月 

昭和57年 9月 

昭和58年12月 

昭和59年10月 

昭和60年 6月 

昭和60年12月 

昭和61年 4月 

昭和61年10月 

昭和62年 4月 

昭和62年11月 

昭和63年 5月 

昭和63年10月 

昭和63年11月 

平成 5年 3月 

平成 8年 6月 

平成10年12月 

平成13年 1月 

平成13年 2月 

平成13年 4月 

 

平成16年 3月 

平成16年12月 

平成17年7月 

平成19年5月 

東京都中央区日本橋兜町において「千代田証券株式会社」を設立(資本金1百万円) 

証券取引法に基づく証券会社として登録 

東京証券取引所再開 正会員となる 

資本金５億円に増資 

証券取引法の改正により免許取得 

公社債の払込の受入れおよび元利金支払の代理業務の承認を受ける 

千代田証券不動産株式会社を合併 

証券投資信託受益証券の収益金、償還金および一部解約金支払の代理業務の承認を受ける 

累積投資業務の承認を受ける 

資本金9億12百万円に増資 

資本金10億円に増資 

譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次ぎおよび代理業務の承認を受ける 

資本金19億80百万円に増資 

円建銀行引受手形の売買および売買の媒介等の業務の承認を受ける 

外為法上の指定証券会社の指定を受ける 

大阪証券取引所 正会員となる 

ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟ ﾊーﾟｰの売買および売買の媒介等の業務の承認を受ける 

資本金30億円37百万円に増資、総合証券となる 

抵当証券の売買の媒介および保管業務の承認を受ける 

株式事務の取次ぎ業務の承認を受ける 

日本銀行より国債元利金支払取扱店の委嘱を受ける 

保護預り有価証券を担保として金銭を貸し付ける業務の承認を受ける 

証券取引法改正（平成10年12月施行）により、登録証券会社となる 

臨時株主総会で平成13年4月1日付の山文証券株式会社との合併を決議 

本社を東京都中央区日本橋室町3-2-15に移転 

山文証券株式会社と合併し、商号をあさひリテール証券株式会社に変更 

資本金30億37百万円から、47億27百万円に増加 

商号をそしあす証券株式会社に変更 

ジャスダック証券取引所 取引参加者となる。 

インターネット取引開始（名称 トレジャーネット） 

名古屋証券取引所 総合取引参加者となる 
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  （２）経営の組織    
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（平成19年6月29日現在） 

営 業 統 括 部 

○ 事 務 企 画 課 
○ 事 務 課 
○ 商 品 課 
○ 証券決済管理課 
 

○ 人 事 総 務 課 
○ 研 修 課 

○ 検 査 課 
○ リスク管理課 

顧客営業室 

お客様相談室 

営 業 考 査 室 

監

査

役

会 
経

営

会

議 

業 務 統 括 部 

事業戦略企画室 

経 営 企 画 部 

インターネット事業部 

市 場 取 引 部 

引 受 審 査 室 

ＩＲ室 

リスク統括部 

監 査 部 

法 人 営 業 部 

事 業 法 人 部 

引 受 部 

ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ室 

財 務 部 

公 開 引 受 部 

13部7室10課 

株

主

総

会 

取

締

役

会 

社

長 

人 事 総 務 部 

本店営業第一部 

本店営業第二部 

本店営業第三部 

新宿支店 

大森支店 

千歳烏山支店 

久米川支店 

さいたま新都心支店 

春日部支店 

川越支店 

志木支店 

浦和支店 

青梅支店 

深谷支店 

横浜支店 

大阪支店 

○ 営 業 統 括 課 
○ 営 業 情 報 課 
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４．主な株主の氏名、商号又は名称及び所有株式数 

                        (平成１９年３月３１日現在) 

氏名、商号又は名称 持 株 数 
総株主の議決権に    

対する割合 

 

富 士 倉 庫 運 輸 株 式 会 社 

千株 

    ７２０ 
％ 

６．８１ 

日 新 製 糖 株 式 会 社     ６８０ ６．４３ 

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社     ６３８ ６．０３ 

大 栄 不 動 産 株 式 会 社     ５４７ ５．１７ 

昭 和 リ ー ス 株 式 会 社     ４８７ ４．６０ 

株 式 会 社 し ま む ら     ４５０ ４．２５ 

の ぞ み 証 券 株 式 会 社     ４４４ ４．２０ 

リ テ ラ ・ ク レ ア 証 券 株 式 会 社     ４２５ ４．０２ 

蛇 の 目 ミ シ ン 工 業 株 式 会 社 ４２０ ３．９７ 

日 本 電 子 計 算 株 式 会 社 ４００ ３．７８ 

      （注）議決権割合は小数点第３位以下を切り捨てております。 

 

５．取締役及び監査役の氏名及び役職名                        

(平成１９年６月２９日現在) 

役 職 名 氏  名 担   当 

代 表 取 締 役 社 長 佐藤  邦雄  

取締役常務執行役員 小髙   富士夫 
営業統括部・顧客営業室・法人営業部・          

トレーディング室・担当兼営業統括部長 

取締役常務執行役員 一條   俊道 
監査部・お客様相談室・営業考査室・引受審査室

担当兼監査部長 

取 締 役 執 行 役 員 梨本   通雄 新宿支店長 

監  査  役（常   勤） 大堀   三郎  

監  査  役（非 常 勤） 中川    等  

監  査  役（非 常 勤） 下坂    誠  

監  査  役（非 常 勤） 佐藤   慎一  

    （注）監査役 中川 等、佐藤  慎一の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６．本店その他の営業所の名称及び所在地 

                                  (平成19年6月29日現在) 

名   称 所  在  地 

本 店 〒103-0022  東京都中央区日本橋室町３－２－１５ NBF日本橋室町センタービル 

新 宿 支 店 〒160-0022  東京都新宿区新宿３－２－１ 新宿三丁目ビル 

大 森 支 店 〒143-0023  東京都大田区山王２－３－１３ シオカワビル 

千歳烏山支店 〒157-0062  東京都世田谷区南烏山５－１９－１０ 賀茂ビル 

久米川支店 〒189-0013  東京都東村山市栄町２－３－２ 野澤久米川駅前ビル 

青 梅 支 店 〒198-0082  東京都青梅市仲町２９５ りそな銀行青梅プラザ内 

さいたま新都心支店 〒338-0002  埼玉県さいたま市中央区下落合１０３９－３ 埼玉りそな銀行与野支店内 

春日部支店 〒344-0067  埼玉県春日部市中央１－５１－１ 埼玉りそな銀行春日部西口支店内 

川 越 支 店 〒350-1123  埼玉県川越市脇田本町１－２ 山崎石材ビル 

志 木 支 店 〒353-0004  埼玉県志木市本町５－１８－１７ 第二川島ビル 

浦 和 支 店 〒330-0063  埼玉県さいたま市浦和区高砂２－１－１ 明治安田生命浦和ビル 

深 谷 支 店 〒366-0824  埼玉県深谷市西島町２－１８－２５ 

横 浜 支 店 〒231-0014  神奈川県横浜市中区常盤町４－５４  りそな共栄社商事ビル 

大 阪 支 店 〒541-0041  大阪府大阪市中央区北浜１－５－５ 大阪平和ビル 

(注) 1. 大森支店は平成18年9月25日付で、同じ東京都大田区内へ移転しております。    

      (注) 2. 青梅プラザは平成19年4月16日付で、青梅支店に名称変更しております。    

(注) 3. さいたま新都心支店は平成18年4月10日付で、大宮支店より名称変更し、さいたま市大宮区から

さいたま市中央区へ移転しております。    

      (注) 4. 川越支店は平成18年5月15日付で、川越市新富町から、川越市脇田本町へ移転しております。    

      (注) 5. 平成18年10月2日付で、深谷支店を開設いたしました。 
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７．営んでいる業務の種類 

 

（１）証券業（法第２条第８項） 

① 有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引および外国市場証券先物取

引業務（以下、有価証券の売買等という） 

② 有価証券の売買等の媒介、取次ぎおよび代理ならびに有価証券市場（外国有価証券市場を含む）

における有価証券の売買等の委託の媒介、取次ぎおよび代理業務 

③ 有価証券の引受けおよび売出し業務 

④ 有価証券の募集および売出しの取扱い業務 

⑤ 有価証券の私募の取扱い業務 

 

（２）証券業付随業務（法 34 条第１項） 

① 有価証券の保護預り業務 

② 口座管理機関として行う振替業務 

③ 有価証券の貸借業務 

④ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

⑤ 保護預り有価証券担保貸付業務 

⑥ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑦ 累積投資業務 

⑧ 有価証券に関する常任代理業務 

⑨ 株式事務の取次業務 

⑩ 公社債の払込金の受入れおよび元利金支払の代理業務 

⑪ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

 

（３）その他業務（法第 34 条第２項および第４項） 

① 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

② 譲渡性預金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

③ 円建銀行引受手形の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

④ 自ら所有する不動産の賃貸 

⑤ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑥ 生命保険の募集に係る業務 

⑦ 顧客紹介業務 

 

８．加入している投資者保護基金 

    日本投資者保護基金 

 

９．加入している証券業協会 

    日本証券業協会 

 

10．加入している証券取引所 

    （株）東京証券取引所 

(株) 大阪証券取引所 

(株) 名古屋証券取引所 

(株) ジャスダック証券取引所 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務概要 

  当期のわが国経済は、個人消費に力強さが欠けるという一面もありましたが、全般的に

は、企業収益と民間設備投資の増加を背景に雇用環境の改善など、緩やかな景気回復基調

を辿りました。 

このような経済環境にあって、株式市場は期初には、企業業績拡大を背景に日経平均株

価が 17,500 円台に上昇しましたが、米国における金融引締め、原油先物相場の上昇等、景

気先行きに対する不透明感から世界同時株安の展開となり、日経平均株価は昨年６月中旬

に 14,200 円台まで下落する波乱の展開となりました。しかし、その後は、順調な企業業績

推移とその上方修正期待、デフレ脱却感の強まり等の好材料を背景に、株式市場は再び回

復に転じ、海外投資家による買いも活発化したため、日経平均株価は本年２月には約７年

ぶりに 18,000 円の大台を回復しました。その後、中国株式市場急落を受けて世界同時株安

の局面を迎え、国内株価も大幅値下がりするなど不安感の高まりも見られましたが、次第

に落ち着きを取り戻しました。 

 当期末の日経平均株価は、17,287 円と、前期末の 17,059 円に対し、228 円の小幅上昇と

なりました。また、東京証券取引所の１日平均売買代金は２兆 6,631 億円（前事業年度比

4,109 億円増加）となりました。 

  こうした中で、当期の当社営業収益は 53億 68 百万円（前事業年度比６億 86百万円減少）、

営業費用は 44 億 26 百万円（同２億９百万円増加）となり、経常利益は 10 億 43 百万円（同

８億 75 百万円減少）、当期純利益は８億 54 百万円（同 53 百万円増加）となりました。 

主な内訳は以下のとおりであります。 

① 受入手数料 

   委託手数料が 29 億 55 百万円（前事業年度比 11 億 38 百万円減少）と大幅な減少とな

りましたが、投資信託の募集・販売業務にも引き続き注力した結果、受入手数料は 38

億 52 百万円（同９億 45 百万円減少）となりました。 

② トレーディング損益 

   ディーラーの増員等により運用力を強化した結果、トレーディング損益は８億 91 百

万円（前事業年度比 82 百万円増加）となりました。 

③ 金融収支 

   信用取引の平均残高が増加となり、金融収益は６億 24 百万円（前事業年度比１億 76

百万円増加）、金融費用が３億 22 百万円（同１億 14 百万円増加）となりました結果、

金融収支は３億２百万円(同 62 百万円増加)となりました。 

④ 販売費･一般管理費 

   広告宣伝費の増加等により、販売費･一般管理費は、41 億３百万円（前事業年度比 95

百万円増加）となりました。 

⑤ 特別損益 

     投資有価証券の売却等による２億 79 百万円（前事業年度比２億 16 百万円減少）の特

別利益がありましたが、証券取引責任準備金の繰入などにより 42 百万円（同４億 49

百万円減少）の特別損失を計上した結果、２億 36 百万円（同２億 32 百万円増加）の利

益計上となりました。 
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  ２. 業務の状況を示す指標 

 

  （１）経営成績等の推移 

                               （単位：百万円、千株） 

 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

資  本  金 ４，７２７ ４，７２７ ４，７２７ 

発 行 済 株 式 総 数 ２７，８１２ １０，５８１ １０，５８１ 

営 業 収 益 ４，４７８ ６，０５５ ５，３６８ 

（受入手数料） ３，４３０ ４，７９８ ３，８５２ 

  《委託手数料》 ２，７９１ ４，０９３ ２，９５５ 

  《引受け・売出し手数料》 ８７ ４５ ５２ 

  《募集・売出しの取扱い手数料》 ３４６ ４２１ ５２３ 

  《その他の受入手数料》 ２０６ ２３９ ３２１ 

（ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益） ６９４ ８１０ ８９１ 

  《株券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益》 ６６５ ７５８ ８３４ 

 《債券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益》 △      ６ ２６ ２０ 

 《その他のﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益》 ３５ ２６ ３６ 

純 営 業 収 益 ４，３０３ ５，８４７ ５，０４６ 

経 常 損 益 ９１３    １，９１８    １，０４３    

当 期 純 損 益 １，１９０ ８４９ ８５４ 

（注） 1. 平成17年6月29日開催の定例株主総会決議により平成17年8月2日付で2.5株を1株に株式併合い

たしました。 
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（２）有価証券引受・売買等の状況 

①  株券売買高の推移 

                           （単位：百万円） 

 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

自 己 ２，４３８，５２２ ３，１２４，４９２ ４，６２８，８５６ 

委 託 ４８３，４５０ ８４１，４５９ １，０３２，５２０ 

計 ２，９２１，９７２ ３，９６５，９５１ ５，６６１，３７６ 

 

②  有価証券引受・売出し及び募集・売出し又は私募の取扱高 

                  (単位：百万円) 

 
引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高 

株  券 ３，０４４ ２，７８０ ７３ ３ ―  

国債証券 ２，４０５ ― ３，０６９ ― ―  

地 方 債 ― ― ３２３ ― ― 

社 債 券 ２１１ ― ２０５ ― ― 

外国債券 ― ― ― ― ― 

受益証券 ― ― ２４，３２３ ― ２９６ 

平

成

17

年

３

月

期 

計 ５，６６０ ２，７８０ ２７，９９３ ３ ２９６ 

株  券 １，４８９ １，４９３ ７１ １６２ ―  

国債証券 ― ― ３７３ ― ―  

地 方 債 ― ― ３３６ ― ― 

社 債 券 ２４５ ― ２４５ ― ― 

外国債券 ― ― ― ６０７ ― 

受益証券 ― ― ３７，２４３ ― ８５ 

平

成

18 

年

３

月

期 

計 １，７３４ １，４９３ ３８，２６９ ７６９ ８５ 

株  券 １，１０９ ９９８ ２９ １ ―  

国債証券 ― ― ２８３ ― ―  

地 方 債 ― ― ３５２ ― ― 

社 債 券 ２９０ ― １９０ ― ― 

外国債券 ― ― ― ― ６００ 

受益証券 ― ― ５０，０９４ ― １１８ 

平

成

19 

年

３

月

期 

計 １，３９９ ９９８ ５０，９４８ １ ７１８ 
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（３）その他業務の状況 

(単位：百万円) 

  平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

ｺ  ﾝ  ｻ  ﾙ  ﾀ  ﾝ  ﾄ  業  務  ―     ０  ６  

保   険   募   集   業   務 ４  ９   ５  

顧   客   紹   介   業   務 ―   ―    ０  

 

 

（４）自己資本規制比率の状況  

                                              (単位：百万円) 

  平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

自己資本規制比率    

  （Ｃ／Ｇ） 

％ 

５３０．３ 

％ 

４８４．６ 

％ 

５２５．２ 

固定化されていない自己資本の額（Ｃ） ９，４６９ １２，６３０ １３，２８５ 

リスク相当額合計（Ｇ） １，７８５ ２，６０６ ２，５２９ 

 市場リスク相当額 ３９４ ８２２ ６３７ 

 取引先リスク相当額 ５０５ ８６６ ８２４ 

 基礎的リスク相当額 ８８５ ９１７ １，０６７ 

 

（５）使用人及び外務員の総数 

 

区   分 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

使 用 人 ２０２人   ２１２人   ２３９人   

（ う ち 外 務 員 ） （  １６９人） （  １８２人） （  ２０８人） 
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Ⅲ．財産の状況 

（１）経理の状況 

①    貸借対照表 
                                                                                                 （ 単位：百万円 ） 

第６１期 

平成１８年３月３１日現在 

第６２期 

平成１９年３月３１日現在 科         目 

金 額 構成比 金 額 構成比 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

  ％  

 

 ％ 

   現金・預金  7,580   7,047  

   預託金  10,700   12,532  

顧客分別金信託 10,700   12,532   

 トレーディング商品  55   79  

商品有価証券等 55   79   

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引 ―   0   

 約定見返勘定  20   ―  

 営業投資有価証券  40   34  

 信用取引資産  41,320   39,109  

          信用取引貸付金 40,751   38,778   

         信用取引借証券担保金 569   330   

 立替金  1   4  

 募集等払込金  171   247  

 短期差入保証金  10   1  

 短期貸付金  0   0  

 前払金  4   ―  

 前払費用  37   57  

 未収入金  26   60  

 未収収益  463   386  

 その他の流動資産  3   3  

 貸倒引当金 △  18   △  17  

流動資産計 

 

60,418 87.1  59,547 88.7 

固 定 資 産       

 有形固定資産  183   283  

  建物 68   79   

  器具・備品 72   82   

  土地 42   121   

 無形固定資産  191   165  

  借地権 56   ―   

  ソフトウェア 120   151   

  電話加入権その他 14   14   

 投資その他の資産  8,594   7,135  

  投資有価証券 7,890   6,336   

  出資金 3   3   

  役員従業員長期貸付金 11   6   

  長期前払費用 1   ―   

  長期差入保証金 582   687   

  その他の投資等 128   104   

  貸倒引当金 △  23     

固定資産計  8,969 12.9 

△  2 

7,585 11.3 

資  産  合  計  69,388 100.0  67,132 100.0 
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                                                                                     （ 単位:百万円 ） 

第６１期 

平成１８年３月３１日現在 

第６２期 

平成１９年３月３１日現在 科         目 

金額 構成比 金額 構成比 

(負 債 の 部)   %   % 

流 動 負 債       

   
トレーディング商品 

デリバティブ取引 

 

0 

0 

 

 

 

 

― 

― 

 

 

 

 信用取引負債  36,361   32,817  

  信用取引借入金 35,270   31,826   

  信用取引貸証券受入金 1,091   990   

 預り金  8,461   8,508  

 受入保証金  3,324   3,463  

 短期借入金  1,840   4,300  

 前受収益  0   0  

 未払金  168   84  

 未払費用  123   127  

 未払法人税等  1,085   416  

 賞与引当金  277   201  

 
役員賞与引当金 

偶発損失引当金 
 

― 

80 
  

19 

52 
 

 その他の流動負債 3 6 

流動負債計 
 

51,726 74.5 
 

50,002 74.5 

固 定 負 債       

 繰延税金負債  1,741   708  

 退職給付引当金  505   506  

 役員退職慰労引当金  87   117  

 その他の固定負債 13 14 

固定負債計 
 

2,346 3.4 
 

1,346 2.0 

特別法上の準備金       

 証券取引責任準備金 312 345 

 特別法上の準備金計 
 

312 0.5 
 

345 0.5 

負  債  合  計  54,385 78.4  51,694 77.0 

      (資 本 の 部) 

資本金  4,727 6.8  ― ― 

資本剰余金       

資本準備金 

その他資本剰余金 

1,181 

898 

― 

― 

資本剰余金合計 

 

2,080 3.0 

 

― ― 

利益剰余金       

利益準備金     ―  

任意積立金  832   ―  

別途積立金 832   ―   

当期未処分利益 4,825 ― 

利益剰余金合計 
 

5,657 8.1 
 

― ― 

その他有価証券評価差額金  2,537 3.7  ― ― 

自己株式  ― ―  ― ― 

資  本  合  計  15,002 21.6  ― ― 

負 債 ･資 本 合 計  69,388 100.0  ― ― 
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第６１期 

平成１８年３月３１日現在 

第６２期 

平成１９年３月３１日現在 科         目 

金額 構成比 金額 構成比 

       (純 資 産 の 部) 

資本金  ― ―  4,727 7.1 

資本剰余金       

資本準備金 

その他資本剰余金 

― 

― 

 

 

資本剰余金合計 

 

― ― 

1,181 

898 

 2,080 3.1 

利益剰余金       

その他利益剰余金       

別途積立金  ―  832   

繰越利益剰余金  ―  5,438   

利益剰余金合計 ― 6,271 

自己株式 ― △  0 

株主資本合計 ― 13,078 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

 

2,359 

9.3 

△ 0.0 

19.5 

 

3.5 

純   資   産  合  計  ― ―  15,438 23.0 

負債･純資産合計  ― ―  67,132 100.0 
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     ②     損益計算書  

                                                                          ( 単位：百万円 ) 

第６１期 第６２期 

自  平成１７年４月 １ 日 

至  平成１８年３月３１日 

自  平成１８年４月 １ 日 

至  平成１９年３月３１日 科     目 

金額 百分比 金額 百分比 

営 業 収 益   %   % 

受入手数料                          4,797 79.2  3,852 71.8 

委託手数料                         4,093   2,955   

引受け･売出し手数料              44   52   

募集・売出しの取扱手数料               420   523   

その他の受入手数料                 239   321   

トレーディング損益                  809 13.4  891 16.6 

金融収益 447 624 

営 業 収 益 計 
 

6,055 

7.4 

100.0 
 

5,368 

11.6 

100.0 

金 融 費 用  208 3.4  322 6.0 

純 営 業 収 益  5,847 96.6  5,046 94.0 

営 業 費 用       

販売費・一般管理費  4,007   4,103  

取引関係費 683   824   

人件費 2,284   2,296   

不動産関係費 425   386   

事務費 402   402   

減価償却費 74   84   

租税公課 58   46   

貸倒引当金繰入額 7   ―   

その他 71     

営 業 費 用 計  4,007 66.2 

63 

4,103 76.5 

営 業 利 益   1,839 30.4  942 17.5 

営 業 外 収 益  98 1.6  149 2.8 

営 業 外 費 用  19 0.3  49 0.9 

経 常 利 益   1,918 31.7  1,043 19.4 

特 別 利 益  496 8.1  279 5.2 

投資有価証券売却益 496   258   

貸倒引当金戻入 ―   1   

偶発損失引当金戻入 ―   20   

特 別 損 失  492 8.1  42 0.8 

証券取引責任準備金繰入  64   33   

 

 

投資有価証券売却損 

投資有価証券評価損 

― 

57 
 

 

 

 

2 
7 

 

 

 

 

 減損損失 281   ―   

 偶発損失引当金繰入 80   ―   

 施設利用権評価損 ―   0   

 和解金 9   ―   

税引前当期純利益  1,922 31.7  1,279 23.8 

法人税、住民税及び事業税  1,073 17.7  425 7.9 

当期純利益  848 14.0  854 15.9 

前期繰越利益  2,428   ―  

利益準備金取崩額  1,547   ―  

当期未処分利益  4,825   ―  
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③ 株主資本等変動計算書   

       （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 

  

自 平成１８年４月 １ 日 

至 平成１９年３月３１日 

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年3月31日残高  4,727  1,181  898  2,080 

当会計期間中の変動額    

   剰余金の配当 ―  ―  ―  ― 

   利益処分による役員賞与 ―  ―  ―   ― 

   当期純利益 ―  ―  ―  ― 

   自己株式の取得 ―  ―  ―  ― 

             

株主資本以外の項目の当会計    

期間中の変動額（純額） 
―  ―  ―  ― 

当会計期間中の変動額合計 ―  ―  ―  ― 

平成19年3月31日残高  4,727  1,181  898  2,080 

         

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 繰越利益剰余金 
利益剰余金合計 

自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高  832  4,825  5,657  ― 12,464 

当会計期間中の変動額           

   剰余金の配当 ―  △  211  △  211  ― △  211 

   利益処分による役員賞与 ―   △ 28  △ 28  ― △ 28 

   当期純利益 ―  854  854  ― 854 

   自己株式の取得 ―  ―  ―  △   0  △   0 

          

株主資本以外の項目の当会計    

期間中の変動額（純額） 
―  ―  ―  ―  ― 

当会計期間中の変動額合計 ―  613  613  △   0  613 

平成19年3月31日残高  832  5,438  6,271  △   0  13,078 

         

評価・換算差額等 

  

その他                 

有価証券             

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算    

差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高  2,537  ―  ―  2,537  ― 15,002  

当会計期間中の変動額  ―       

   剰余金の配当  ―  ―  ―  ―  ― △  211  

   利益処分による役員賞与  ―  ―  ―  ―  ― △ 28  

   当期純利益  ―  ―  ―  ―  ― 854  

   自己株式の取得 ―  ―  ―  ―  ― △   0  

        

株主資本以外の項目の当会計    

期間中の変動額（純額） 
△  178  ―  ―  △  178  ― △  178  

当会計期間中の変動額合計 △  178  ―  ―  △  178  ― 435  

平成19年3月31日残高  2,359  ―  ―  2,359  ― 15,438  
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（２）借入金の主な借入先及び借入金額   

                                                                               （単位：百万円） 

借  入  先 平成１８年３月末 平成１９年３月末 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 １，０００   ２，０００   

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 ５００   １、５００   

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 ２００   ２００   

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 １００   １００   

東 京 証 券 信 用 組 合 ４０   －   

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 －   ５００   

 

借  入  先 平成１８年３月末 平成１９年３月末 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 ３３，４２７   ２９，７８９   

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 １，８３０   ２，０２５   

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 １２   １１   
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（３）保有有価証券の状況（トレーディングに係るものを除く） 

 

○ 平成１８年３月３１日現在 

 

① その他有価証券で時価のあるもの   
                                              （単位：百万円） 

区    分 取得原価 
貸借対照表日における

貸借対照表計上額 
差    額 

貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの 

（１）株  式 

（２）債 券 

（３）その他 

 

 

１，８９７ 

－  

－  

 

 

６，２１０ 

－  

－  

 

 

４，３１３ 

－  

－  

小    計 １，８９７ ６，２１０ ４，３１３ 

貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの 

（１）株  式 

（２）債  券 

（３）その他 

 

 

４１１ 

－  

－  

 

 

３７７ 

－  

－  

 

 

△   ３４ 

－  

－  

小    計 ４１１ ３７７ △   ３４ 

合    計 ２，３０９ ６，５８７ ４，２７８ 

 

② 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 
                                            （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 摘   要 

（１）満期保有目的の債券 

       非上場外国債券 

（２）その他有価証券 

非上場株式 

営業投資有価証券に属するもの 

投資有価証券に属するもの 

そ  の  他 

 

－ 

１，３４３ 

１，３２１ 

４０ 

１，２８１ 

２１ 
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○ 平成１９年３月３１日現在 

 

① その他有価証券で時価のあるもの   
                                              （単位：百万円） 

区    分 取得原価 
貸借対照表日における

貸借対照表計上額 
差    額 

貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの 

（１）株  式 

（２）債 券 

（３）その他 

 

 

１，４４５ 

－  

－  

 

 

４，７０７ 

－  

－  

 

 

３，２６１ 

－  

－  

小    計 １，４４５ ４，７０７ ３，２６１ 

貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの 

（１）株  式 

（２）債  券 

（３）その他 

 

 

８５７ 

－  

－  

 

 

６６５ 

－  

－  

 

 

△   １９２ 

－  

－  

小    計 ８５７ ６６５ △   １９２ 

合    計 ２，３０３ ５，３７２ ３，０６８ 

 

② 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 
                                            （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 摘   要 

（１）満期保有目的の債券 

       非上場外国債券 

（２）その他有価証券 

非上場株式 

営業投資有価証券に属するもの 

投資有価証券に属するもの 

そ  の  他 

 

－ 

９９８ 

９８５ 

３４ 

９５１ 

１２ 

 

 

 

（４）先物取引・オプション取引の状況(トレーディング商品に属するものを除く) 

 

    該当はありません。 

 

（５）有価証券店頭デリバティブ取引の状況(トレーディング商品に属するものを除く) 

 

    該当はありません。 

 

（６）財務諸表に関する監査法人による監査の有無 

当社は、証券取引法第１９３条の２に基づく会計監査を新日本監査法人から受けており、第６２期

事業年度(平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日)の財務諸表も当社の平成１９年３月３１日

現在の財政状態および経営成績を適正に表示している旨の監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

当社のコンプライアンス体制は、 

①各部門は業務を行う過程での法的判断を自らの責任において行う。 

②各業務部門から独立した監査部門が、各業務部門の業務執行状況について厳正な監査を行う。 

という二元チェックを基本とし、法的判断について監査部とリスク統括部とが連携し、顧問弁

護士の意見を参考に各業務部門をサポートする体制を基本としております。 

 

 

       【 当社のコンプライアンス体制 】 

 

 

 

    (基本方針の確立) 

 

 

 

                    指示               報告 

 

 

 

                                                                                    指導 

              指導                                                                  指示 

指示 

 

 

              報告                                                                  報告 

              相談                                                                  相談 

 

 

                                             プロセスチェック 

 

 

 

 

 

 

２．お客様からのご相談及び苦情等への対応 

（１） 当社は、お客様からのご相談や苦情等については、営業部店及び本社のお客様相談室を窓口

として対応しております。 

（２） お受けした苦情等につきましては、営業部店と内部監査部門との連携により、適切にお客様

に対応できるよう社内体制を整備しております。 

 

取締役会 監査役会 

外部監査 

コンプライアンス 
統括責任者 
コンプライアンス 
統括補助責任者 
 
リスク管理部署 

収益部署 
（営業部・店・所） 
 
コンプライアンス 
責任者 
内部管理責任者 

役 

職 

員 

役 

職 

員 

内部監査部門 

相互牽制 
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３．分別保管の状況 

（１）顧客分別金（平成１９年３月末現在）                                     （単位：百万円） 

項         目 金      額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額   １２，４２１ 

顧客分別金信託額             １２，５３２ 

期末日現在の顧客分別金必要額 １０，９７４ 

   注．当社は火曜日を差替計算基準日とし、金曜日を信託額洗替日としております。 

 

（２）有価証券の分別保管 

① 保護預り有価証券（平成１９年３月末現在）                        

有価証券の種類 国内証券 外国証券 

株  券（千株） ２７５，１２６ ４，９６１ 

債  券（百万円） ３，７７４ １，１７３ 

受益証券（百万口） ３４，７４１ ３０ 

新株引受権証書 － － 

外国証書 － 

コマーシャル・ペーパー － 

 

② 受入代用有価証券（時価）（平成１９年３月末現在）                

有価証券の種類 数  量 

株 数 ３２，９２０（千  株） 

株 券 

金 額 
（   －   ） 

１９，４２６（百万円） 

債  券 
（   －   ） 

          ９（百万円） 

受益証券 
（   －   ） 

  １，１７４（百万口） 

新株引受権証書 
（   －   ） 

－ 

       注：上表括弧内は、受入代用有価証券のうち、顧客分別金の計算対象とされる第三者への再担保差入 

         相当額であり、上記(1)において顧客分別金信託の対象として法令に基づき信託しております。 
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③  保管の状況 

      当社は、顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価証券 

（以下｢顧客有価証券｣という。）について、別に定める｢分別保管に関する規程第3条｣の方法により 

固有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券について、どの顧客の有価証券である 

かが直ちに判別できる状態で確実に整然と保管しております。 

      主な保管場所は次のとおりです。 

 

有価証券の種類 保管場所 

国内の取引所有価証券市場に上場されている株

券、転換社債型予約権付社債券、投資証券、受

益証券及び出資証券 

原則、株式会社証券保管振替機構 

ただし顧客の申し出等により機構へ再寄託しな

い場合は、日本証券代行株式会社 

国内上場外国有価証券 株式会社証券保管振替機構 

社振法に基づいて取扱う国債 日本銀行 

社振法に基づいて取扱う社債等 株式会社証券保管振替機構 

転換社債型予約権付社債券以外の国内債券及び

新株予約権証券等 
日本証券代行株式会社 

投資信託受益証券 株式会社証券保管振替機構 

国外上場外国株券 三菱東京ＵＦＪルクセンブルグ 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況 

 １．企業集団の構成 

 該当する連結子会社等はございません。 

 


